
明治前期における私立小学校の制度と

尖態(特に東北地点)に関する考察
ける小学校教予言をめぐる議論の考察・その 7-

Consideration about 1日ぉtitutionand 

(especially in TOHOKU 

はじめに

1891 

6 

話題のうち、小学校教育

長関係や私立小学校をめぐる論説等について、特に

state of private-clen1entary-schools 

in the half of 

麻生千
Chiaki A加わ

をめぐる問題の検討を中心とするものであり、「小

第35条において、

が規定され、それに基づき1891

がすでに公布さ

れていた。

クハ数人ノ費

東北地}jに焦点をおいて考察するものである。 キ者ハ

1.岩手県披出の第一談話題(r私立小学校設置エ

関スル苦手j裁知何J)提識の曹景と各県議員の報告

青森で開催さ

開会6司刊の8月8lJは、

と

のうちのひとつ

学校設問ニ関ス

「私立小

があった。すなわち同

り「私、立小学技設置ニ~jス

本県ニ於チハ私立学校設置変更規則ヲj弐テナス寸

ナルカ実際ト書面 f~.ニ佐々本1I違ヲメ1; ス )vヤノ傾キ

ノ振合ハ立lJ持jωとの提議がなさ

れ、それに対して各県の委員より報告がなされる。

られた

背景としては、そもそもこの連会学事会議が、すで

に1890(I~丹治2:~) 年に公布された第 2 次

して、 1891(明治24)年中にすでに公布

された、あるいは以後公布されるであろう諸「規則J

ス

ノ許可ヲ受クヘシjωと、尋常IJ¥I学

せる方法として

その他

合学事会議においては、その「家!恋教育j

いても談話題としてとりあげられているが、それに

考察する予定である。)そして

に関しては、

県知事ハ市内ニ私立尋常小学校アルトキハ其市立

小学校/設置若ケハ其一部ノ設構ヲ猶予

ヲ以チ之ニ代用セシムルコトヲ得

ケハ町村組合内ニ私立尋常小学校アルト

ハ児

以テ之ニ代用セシム)vコトヲ得
ニ関スル規制ハ文部大臣之
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それに基づき1891(明治年3月10日に

(文部省令第 l号)が制定公おされ

たのである。その「代用規則」は全部で13条からな

るが、第 1条では f市ハ其区域内ニア)v私立尋常
小学校ヲ以テ市立尋常小学校ノ

ノ設備ニ代用七ントスルト

者ト協議ノ上府県知事ノ

又ハ児童教育事務/委託ニ代用セントス)vトキハ
該私立小学校設立者ト協議ノ上事長ノ許可ヲ受ク

ヘシ」側、第2条では「前条ニ故ワ協議ヲ遂ク

項概ネ主ノ如シ a 代用ノ期限二

小学校ニ於テ入学ヲ許スヘキ児竜ノ

主 代用私立小学校エ於テ入学ヲ許スヘキ問童ノ

定員 同代用私立小学校二対スル補助金ノ給否

反金額五其他府県知事ニ於テ必要トス

第‘条ノ許可ヲ経タル後1謀議ノ事項ヲ変更セン
トスんトキハ共事項ニ就テ貰ニ許可ヲ受クヘシJ(6) 

している。そして第4条に

ハ設立以来三謹年ヲ経過シテ教育

)v恐ノニアラサレハ代用私立小学校タjレコト
スJ(紛(鵠点都用者)と、代用認窓の条件として、

3カ年を経過し、かつ「教脊 i二相応ノ

モノjと認められることを必要としている。そのよ

う記規定された時景には、当時、お

来、一般に私立小学校は、公立に比べ教育条件が劣

悪なものが少なくはなかったことが予想される。

この談話題を提議したのは岩手県である

が、当時、討手県

が少なから

治24)年7丹

の見出しで次の記事がある。

学校以外私塾を設けて子弟を教授する八、業よ

り名手むへきことにはあらざるも私塾と云へと

ものは設備準ftlJに基っき、其筋の

くへき成規なるにも拘らす、近ヒ頁

に於て私塾を開き少なからさる子弟を私

に教賎し居るものあるに絃り、今回その鰐に於

ては大に教青の主義を誤らんこと愚かられ、厳

し、許可を得ざるものは何等

も、学校類取様のものはそれ

して解散せしむ筈なりと、(7)

また同誌の「臓沢郡藤信jには「学校のi坊害物|と

しで次の記事がある。

は各所に無許文盲の頑夫等

をなし思い/¥に寺小帰)品のものを

し二三十名の児童を集め鶴風の00先斗:
を雇ひ(或は00先主か自分の宅に集わるもの
ありて)学校へ通学せしめさる(夫れ故八卜名

fi'[の作籍生徒のある所も毎日の出席生徒は二

出)由なれとも其村の長たる人か

未た之を耳にせざる訳か将た耳に述せし

さぬ繍りかそかしも…と にも

此の如きものありて普通教育に大に妨害なる

ことなれは之れか村長たるもの査に袖手して

傍観するに忍ひんや宜しく速かに解散を命せ

らるへ

ち県下隣沢郡小山村辺では、

嵐の教師を招轄したり、あるいは彼

子どもを集めて教育する凪があり、それが公立学校

への就学の扮害になっているとの指摘である。そ

して同年末の開都通信にはf寺小屋廃滅jと

しでf当水沢には従来の

りしか、過般来学校教育の勢ひに圧せちれたるにや

皆境減となりたるを以て、其の生徒は水沢場常小学

校に人込米り、為めに該校は狭!誌を概め増築せざる

へからさるの躍に至りしと式ふj仰と報じられてい

る。また両県の「稗貫郡通信JIこも「従前ノ

ノモノ行ハレテ四ケ所アレトモ迫々ハミ幸子短(-ニ

カクレ学校ト称ス〉議ヘ学校盛大二歪んヘシト忌

ブJ(10)と、その状況が報じられている。また北若手

教育会においては「僻村ニ伝子八寺子崖教育ヲ類許

ニ付ス)vト撤紫スルトノ利害jをめくやっ
こなわれたことが報じられている。(1

れた背景として、上述のよう

と、それは「私立小学校設置ニ関ス

用者)という も、いみじく

いえよう O

さて岩手現の提識に対する各県委員

ずれも極めて簡潔なものであり、

ったこ

(傍点':11

たようである。すなわちまず福島県の王子山委員は、

2… 
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岩手県と同様「私立小学校設量変更規則」をもって

制裁していることを述べ、 f県下ニ私立簡易小学校

一校アルカ帯匝上ト実際ト符号セリJ(ゆと述べる。

次に青森県のお井委員が「木県ニハ私立小学校三四

ところで…命体、私立小学校とは明治の初年以来、

いかなる制度的背景のもとに、いかなる実態のもの

として経過をたどってきたのであろうか。以下、私

立小学校に自認する法制、および持iこ東北地方におけ

校アルカ其iIiIJ裁ハ前両県/如ク矢張私立学校設欝 る実態、について、 1872(明治5) 「学市IjJ期にさ

変更規則ヲ以テセリ実i捺ト書面トハ別ニ相違ナキ かのぼって考察していくことにする。

シ(12)と述べる。次に山形県の関崩委員は、山

も他県と同様「私立学校設量変更規則Jを設け 2. r学制j期iこおける公立小学校と私立小学校
をもって制裁し

した学校は日下ていること、およ

i ると述べている。

ー於チ定ムル所ノ小学校規制こ依

)vコト
第二ハ教員ハ全科教員ヲ置キ其数ハ文部省ノ

定ムル所ニヨル寸

第ベハ経費ハ簡易八十円尋常百四十円高等ニ

トス此経費ハ学費金ヨリ生ス

チ光ツルモノニシチ賊業料及寄付金八此外ナ

リ其目的ハ教員ノ障給ヲ支給スルナリ(12)

官塘県の浅井考会員も「本県モ私立学校設置変更規

ヲ以子制裁セ 1)語シテ校数八四ナ 1)J(l2)と報告

している。なおF宮城県教育百年史Jに宮城県「仙令

市の通町小学校(明治:十一年、青葉神社塙内

立学校として開校)や、連坊小路小学校

新寺小路大林寺壌内に私立学校として開校)は、

も院政その他の事情で私立学校として発足

「小学校令jにつづいて公布された

によってf代用私立学校規定jの適

用を受け、明治ベ十五年に濯って公立小学校に昇格

したのであるo とあることから、その4校のな

かにはイ出会事の過町小学校と連坊小路小学校も含

まれていたと思われる。最後に秋田県の庵地番員

が、制裁については宮城県と同様であり、目下「私

立小学校ハー校ノミと報告している。

以上、各県委員いずれも「私立学校設置変更規則j

をもって制裁しており、書面と実際との間に大きな

く、特に問題はないことが報告されてい

る。また「私立学校設置変更規則jにより開設を許

可した私立学校の数は、宮城県の4校を最多に青森

県が 3~4校、福島、山瞬、秋田の各県は各 i 校と、

小学校全体の数からみるとごく僅かであった。

の状況一一瞥森県と秋田県の場合を中心に

(1)r学制Jにおける小学校の種頼
明治初年、まだ近世来の寺子屋、私都様の学校が

a
1
1
4
 

忠
則 され、西欧をそヂんとする

「学l式市リJに基づき「リj、学区

もと学校の投績が進められる。 f学制jにおい

ては、その第21章に「小学校ハ教育ノ初級ニシテ人

学ハスンハアんヘカラサルモノトス之

ヲ区分スレハ左ノ数種ニJjrJツヘシ然トモ均ク之ヲ

ト称ス即チ尋常小学女児小学村落小学貧人小

学小学私塾幼稚小学ナリ也、小学校の趣鴇

類が示されている。その小学校の種頼のひとつと

してらj、学私塾」があげられているが、それ誌「小学

教科ノ免状アルモノ私宅ニ於テ教ルパf学制」第23

輩)(15)学校であった。なお小学教科の免状を有しな

い者が私宅において教える場合は「家塾Jと称した。

第27章には尋常小学(下等小学、上等小学)に

おいて械くべき教科が列記されているが、次の第28

章に「おノ教科111員序ヲ踏マスシテ小学ノ科ヲ授ルモ

ノ之ヲ変則小学ト云フ 但私宅ニ於テ之ヲ

ノハ之ヲ家製トスJU的とある。すなわち家警きとは、

「学制Jに規定の正婦のカリキュラムを教隠しない

「変則小学Jの一種で、免状をもたない教師が私宅で

教捜する学校のことであった。「学制j

の教育法規をモデルに起草されたものであったが、

そこに規定された「家塾Jを、わが毘の当時の実態に

あてはめると、 f家駒とは、

期にその名称を改めたもので、教育内容および、その

どには変fじがなかった。つまり私立経営

の寺子臆郎家塾JOりであった。明治政府は、「学制j

公布と同時にf文部省布津第13号jをもって

{f11出按号ニた有之教育之犠ハ今自尚又}事ク

riI有之1B定慮従来府懸ニ於テ取投候学校 A途ナラス

3-
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加之其内不都合之義モ不少弦テ~I::I愁令斑;上

一一ヒ其主意ヲ淑ミ町一定メラレ夕

立可致候事・. 旧来の学校を 0，はすべて境

止する方針を示した。しかしまた「学制」第に

おいては「私学私事真家塾ヲ開カント欲スル者ハ其属

籍住所事歴及学校/位罷教員IJ等ヲ詳記シ学同取締

ヘシJ(19)と、また

就学について規定した第12章の条文中に

ニ入リ及kιムヲ得サル事アリテ榔ヲ其家二十f{キ
トバブヘ

家塾等の開業、およびそれら

めていた。すなわち方針としては

も認

る近代学校の設置を推進しつつも、明

当然のことながら!日米の私塾、

様の学校が多数存在しており、各府県にお

就学普及の実をあげていくためには、ぞれら

の!日未の学校や教師をどう再編成

か、ということが現実的問題と

であった。各府県年報等をみると、

子踊(家塾〉に、若干の教員IJの改正と教

施したうえで私立小学校ないし

定しているようで、その詳細な状況は府県によって

いろいろであったIi文部省第 A年報・明治六年』よ

り、例えば第一大学民(関東地)j)の場合をみてみる

ことにしよう O

まず東京府は、

有余jと正f詩的に多く、

教員を対象に、 f学帝11Jのカリキュラムや近代教技法

による講宵在実施、徐々に私立ないしは公立小学校

に認ロIしていく、いわばj斬進主義の方針を採ってい

る。

〈月

校ヲ輿 Ù~スヘキコトヲ

ヲ概)vニ此毒事j斬ヲ以テスルニ非レハ得ヘカラ
サルヲ以子先ツ公立小学二十校ヲ建設ス芦~六

校ハ構エ文部省ノ管理ニシテ教員11等柑体裁ヲ

ヲ以テ諸小学/椴基タリ蓋当時私学ノ数

二所家塾千昌二十八所アリト

ノ三学各自教科ヲ異ニ

路、ムモ/十ニて三ナク家熟八従来ノ也I宇蹄ノ

加キ者ノミ位テ四月府庁内エ小学講習所ヲ

ケ之ニK内ノ教員ヲ集メ教授ノ方法ヲイ云ヘシ

4 

ム i丹以締開業ス)v所/小学公立一
¥7.十八校ffi)シテ柄変良1]私学円:卜校家塾

々一定ナラサルカ故ニ家熱教

ノ科日ニ準拠シ私

立小学ニ改メント請フ者ハ之ヲ許シ又私立小

ノ内学科教員Ijヲ確定シ官費ザffpカス

/出金二係 1)永遠維持ノ目的γ1)テ公立ノ

ヲ請フ者ハ府庁ヨ 1J之ヲ管用

ヲ計)vト

「公私学校tむをみると、東京府は

私学19という数は、仙の府県と比べて槻

い数であるが、ぞれは「学持illJのカワキュ

うムに準拠したr1EW]Jの学校に張定した数だった
からであろう。以後の

学即チ寺子嵐ノ

リJ(山)と

かったものと思われる。

して私¥J.[小学校がJf吾rJA'.)に多いという

った。()<1 

隣県の神奈)11~誌の場合は、 187:1

H交を開業、 f皆寺院

であったが、同年末には総計382校、

と しそ

V加ヘテ小学ト為スモノニシテ其教員IJ)立校業

/方法等未タ小学ノ裁ヲ具セサ)vカ故ニ明治七
ヲ時jシ県ドニ J学校ヲ投ケ管内/教民ヲ

招集シ教指ノ万法引を守熟セシメ漸次其体裁ヲ改正

セシメントスj山)と述べられている。

私立小学校200余校を開設、

‘ j 'DLJ校ヲ設なシチ之

ヲ;本校トシ他ノ私立ヲ以テ分校J(L!l)とする方針の

もと、公寸.が24校、 に私 Ù~

普及ス )V~r.1碍ヲナスヲ

ハ悉、約:tt教畏ヲ逼メ・一J(山と

るが、県内
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施、「其教授ヲ停メタル家塾ノ教員卜雄モ更ニ開業

セント欲スル者ハ此教場ニ於テ課科ヲ半へ然後開

校ノ fi午nIヲ得J(2;')させ、公立が:300校、私立が1:3校

と報じており、未熟のほとんどが公 Ù~小学校となっ

ているO

茨城県も「従前家塾ノ類ヲ修正シテ/j¥'γ?トナシ簡
易実用ヲ円卜シILJr/r'宿弊ヲ|徐キ学制及小学教則二
依リ其大意ヲ的量シテ教則ヲ編制シ治ド-般之ヲ

遵守セシメJ(出)との方針のもと、「現今既二設立ス

ル所ノ私な小学三百校ィ支"'!::. j.校J(出)と幸11じてお

り、 111 来の家宅~~のほとんどが私伝小学校となってい

る。

このように各県ともだいたい、従来の家割に対

して「学制」の教則への幾分かの改正と教日講宵等

により公立小学校ないしは私立小''7:校として認定

しているのが明治初年の実情であったとみられる。

学校の財政基盤や経営維持の方式に依り公立また

は私立となり、その数的実態や割合は府県によって

実に様々であるが、いずれにしてもその教育|人l存や

方法の実態は、従来の家主tH寺子屋)と大きな相違は

ないものであったと思われる。

さて、同W1r報』より「第七大学区」、すなわち束北地

方の場合についてみてみるととにする。友lは『文

部省年報』の「学事統計資料」、「各府県年報」をもと

に、 1873(明治6)年以降の全国、東京府、および東

北各県、北海道の公 Ú~・私伝小学校数の推移を・覧

表にまとめたものである。

まず青森県は家塾を -[1.すべて廃止し、 1873(明

治 6) 年 3 月に公 Ù~小学22校を設けている。 (27)秋田

県は1873(明治6)年中に公¥'f.小学61校をJ支出。教

員は127名、県トーに小学教則伝子7所を設け、 ド等小

学科を卒業した者に似免状を与えて小学教員とし、

また経費はすべて人民献納寄付金と課金をもって

充てている。(出)岩子県は公 Ù~小学65校、私 Ù~小学

34校を設けている。(29)/j(沢I}r~は「従来私設スル所ノ

読書宵字等ノ熟師ヲ改メコレヲ合併シテ小学トナ

シ-村或ハ:村ニー aケ所ヲ日立¥'r.スルノ日的ニシテ

其公立小学ノ既二開業スルモノ三百二校J(30)とあ

る。宮城県は1873(明治6)年 1} Jに戸籍 1小Kご

とに 1 小学との方針で、2:30の小学校設 Ù~計 l由jのも

と同年1/'に公 Ù~小学225校を r1Qù~ している。 (3])同県

は以後、「学制」期、「教育令」期を通じてすべてが公

立小7

5 

ある。山形県は「六年中設ル所ノ公立小学ノに 1.--校

私 Ú~小学ト校共ニ七十二校アリ其教則等未タ詳ナ

ラスJ(:32)とある。福島県は、統計表がないのでィ、

詩。CU)併前県は1873(明治6)年 1月に管内に公・

私小学87校を設立、 4月にその数を明加し、 ri，J1f'fl
に開設した小学は164校、巻末の公私学校去による

とすべて公¥'1.であるが、その実態は「教員ハ読書il?

?算術ノー科ヲ能スル者毎校二人ヲ置JC叫)いたも

のであった。 岩子!日;の私立小学校:34校がやや多い

ほかは、全体的に公立小学校が多いのが特徴といえ

よう。

ところで友 1をみると、青森県は「学市iJJ公布後の

1874~6 (明治7~ 9)年に私 ¥lr.小学校がJZ、憎して
いるのが注目される。したがって次に青森県の場

合について考察することにする。

(2)青森県の場合 私学奨励策の採用

青森県は「学市IJJ頒布l白後の187:3(明治6)年は私

(家)塾廃止の方針のもと私立小学校は持無であっ

たが、 1874(明治7)年には私(家)塾焚励へと方針

転換、私立小学校が54校、さらに翌年は94校とピー

クを迎える。しかし1876(明治 9)年には公uソj¥'γf

校は81校から216校へと急明、以後明治10年代の

「教育令」期には公立小学校は増加するが、私立小学

校は減少の A途をたどる。

ところで明治初期の古森県の、公立小学校と私立

小学校の消長関係については、荒井武編『近代学校

成立過科の研究 明治前期東北地方に関する実

証的研究 』所収「第 I 音I~ 近代小学校の成 Ú~過

料 第-章 青森県における近代小学校成、止の条

件 弘前市和徳小学校を事例として 」におい

て野口伐名氏が詳細に考察されている。したがっ

て以下、主として|司君、および前野高代治菩『青森県

教育史 続』等に拠りながら明治初期の青森県にお

ける公 Ù~小学校と私 ι小学校の消I去の状況につい

て考察することにする。

1871(明治4)年7J114L1の廃藩置県により弘

前、，'Mf-j¥八戸、七戸、斗南、館の6県が成、止するが、

|司年9月、太政官より 6県合併の指令があり、 12)J 

1 H、県庁が弘前から青森に移され、 6県を寸目し
て青森県が成Jにした。

ととろで明治政府は1869(明治 2)年 2JJ 5日、

IJ舟県施政順序」の第卜項に「小学校ヲ設クルコト」
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表
1
.
全
園
、
東
京
府
、
第
二
地
方
部
各
県
の
公
立
・
私
立
小
学
校
数
の
推
移

期
時

年

会 東 秋昔 日

1 4 一 7 5

つ山 A 斗 企

守 リ た り
1
 

5
8
9
 
1
 

3
9
6
 
O
 

5
4
8
 
l
 

域
宮

公
立
I
1
0
6
9
 1
 1
4
7
2
1
 
2
1
0
8
 I
 2
5
1
6
 

私
立
4
5

1
 
1日

3
0

〈
矯
考
)
w文
部
省
年
報
3
所
載
の
「
公
党
府
、
立
小
学
校
表
j

*
青
森
県
は
、
明
治
9
年
3
月
i二
管
内
陣
奥
二
戸
郡
を
i

*
水
沢
県
iま
明
治
8
年
11
月
に
磐
井
県
と
故
称
。
明
治
9
年
に
磐
井
県
管
下
籍
中
冨
3
郡
、
官
域
県
管
下
諜
諮
0
0
1
郡
、
青
森
県
管
下
謹
奥
騒
1
郡
が
岩
手
県
iご
を
合
併
さ
れ
る
。

*
明
治
9
年
後
月
に
磐
井
県
そ
を
携
し
、
韓
議
IJ
揺
は
宮
城
県
に
合
併
。
富
城
県
管
轄
磐
城
国
を
磐
前
県
iこ
合
併
、
気
仙
郡
は
岩
手
療
に
、
刈
田
伊
兵
]
[
理
3
郡
は
宮
城
県
に
合
併
。

*
諮
沼
県
は
明
治
8
年
8
F
l
に
鶴
縄
県
と
改
称
。
明
治
9
年
に
議
縄
県
、

*
明
治
9
年
8
丹
、
磐
諒
県
、
若
松
燥
が
福
島
県
に
会
併
さ
れ
る
。

*
北
海
道
は
、
明
治
1
5
年
2
月
に
凶
館
県
、
札
幌
燥
、
銀
室
県
の
3
県
が
成
立
、
明
治
山
年
1
月
に
3
県
を
礎
止
、
北
海
道
庁
と
な
る
。

4
8
2
 
0
 

3
2
9
 
4
7
 

8
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と示し、 rJJ年3月23日、特に東北地方に対して

北府県速ニ学校ヲ設ケ御趣旨貫徹候様尽力致可鴇j

速したのであるが、前野喜代治氏の指摘によると、

|学制J公布前の青森県においては、「小学校Jと呼称

する児説教育所は発見されず、児童教育のことは家

庭に一任し、先見の明あるものが、子弟を 1日米の寺

子屈に送って初等程度の読み書きを学押せしめる

のが精一杯であったと思われる。(35)1871 

年12R21日、

一アラ

ノ如キ蝕資ア)vモノハ之ヲ出シテ義塾ヲ
ケ人材ヲ成スヲ栄トス他府県ノ如キモ既ニ此J意ヲ

閉会シ往々之エ{故ブモノアリ現今横浜ノ商高島届

某ナル者-力ザ以テ洋学ヲ興立シ洋人ノ教師ヲ乞

テ生徒ヲ教ヘシムルノ類可謂文明ノ教化ヲ助ケト

武美実ニnJ嘉賞馬…」とある。さらに県は覗

1872 (明治ら)年 1月早々にも管内全支庁長に何

度、私立学校設立の告諭(私立学校設立と人民教

育のことにつき連J)を'Juし、「懸隔之村落ヘハ当分

寺院等借受賞属之内入棋寄寓申付窮隙僻邑ト云ト

連f民事Jと家塾!発止の布告を111す。明治維新以来、

辛子屋(家塾)は毎年20内外の魔If:が続いていた

が、 1872(明治ら)年末にまだ124残存していた寺

子陸(家割)は、この「家朝一般廃l上」の布告により一

挙に70が機業、 1878(明治10)年頃には持無状態と

なる。cm

一方、公立小学校は、 1873(明治6)年10月の青森

県連川、学教員IJJにより、先ず20余所の設置計画の

もと、交(うちの3 その竣の県区画再編成

7 

により「岩手県Jに編入される)が設置される。弘前

においては10月に「一番小学J(現・劇場小学校)、 12

月に需小学J(現・和徳小学校)が創立されること

となる。ところでこの24の公立小学校は、「学制J

における「学K制jの計画、「ー・小学区一小学校」とい

う原則からみると、 840の「小学区Jに対して24校

と、わずか2%強に過ぎなかったが、当時の青森県

の自然地理的条件、財政条件等からみて精一杯のと

ンア

それをfは管家熟}充止トノミ

哉ニ相関以ノ外ノ事ニ候Jと述べ、家塾すべてを廃

止する方針ではないこと、そればかりか「官学校設

関有之市村ノ外ニ於テハ学fJ棺応之者ニハ勤テ家

鞘ヲ開カシメ品ニ不学ノ戸ナケ家ニ不学ノ人ナカ

うシメントノ深厚御主意ノ趣篤卜奉載シ幼稚ノ子

弟ヲシチー日刊と空シク消光イJ致候様」と、むしろ家

戦の開業を積械的に塊励、さらに家塾の開業も困難

な僻村においては「従前手??杯教綬致居候者ハ村中

ノ子供ヲ集メイ口ハ 1)人名村名図書等部テ最易

8) 

いて

られている。

簡易型の寺子屋の復活

くして1873

18 

士族rt1粉;志気アル帝ハ大抵頑固風ヲ為シ尚依

然トシテ武夫ノ市臨ヲ墨守スルモノアリ方今

私学ヲ開クそノ七十三戸f(uシテ多ケハ旧時ノ

学風ニ困仰シ普j語教科ヲ以子塾生ヲ教育スル

者殆ト稀ナリ就中沖軽郡ハ東輿義塾ヲ始トシ

数十aノ私学勢焔ヲ張リ公立小学ハ為ニ圧倒セ

ラレントス小学ノ普及セサル足;其ーナリ (41l



明治的問lにおける私心小学校のfljlJJ芝と定機(特に東北地}j)に関サる勾明

諜ヲ

学校二等シキモノニテ謝金ヲ

1.族/子弟 /J~チ之ニ入校スト云フ此他ノ私学

ノ講誠二法々

シテ新教員Ijヲ

官為ニ警察/吏員ヲシテ其違令ヲ懲罰セシメ

シカトモ頑子トシテ今尚視籍ニ凶執シ以子生

徒ヲ待ツモノアリト式フfJ:トハ兼テ私乍開業

ヲ禁シタリシカ近頃:tt開業ヲ許nJス)j"iヲ布
1) (斗1)

このように 1
1
1
」

朱
巾勾・・4

r
a
t
- -11は末時1

(担当制・家止の方針をとりつつも、一本[，

号IU

第1に仕立小学校の補充、

東

されたことをあげている。第3にはおーに

に色濃く支配していた封建的教学忠和を

いる。すなわち L:族を中心とする、議rJJ政

になじめない人々のIIIJに、

していたことをあげている。

なお明治初年に仏前

れているの

なお187ち

216校へと

ては、その年

勺

をたどっていく O

斉森県について考察したが、[学寄IlJ公布

後に私学奨励策を採った青森県に対して、隣の秋Hl

した家暫統制策をとり、私立IJ¥'γヰ交が持無

であった点で極めて対照的である。したがって次

に秋同県の場合について考察することにする。

(3)秋田県の場合一一徹底した私学統観策一一

、 lij~f'f:

11てする

。)年2月、

う指ぶしたが、

とって、記期間で願書をまと

ることは極めて国難なことであった。さらに県は、

でに1ft徒員数JI労女収分J
等を調べて報告しなければ間割を茶

トし、次第に願書を111すものがみら

れるようになったが、~の教WJに従わない

業を禁止されたのかくして開業を禁止された塾の

当数にのぼったものと推定される (i1(i)

県はさらにi詩74(明治7)年4月、すべての京朝

た

を開設したこと、

たち

i学市IJJ のド等小学、 L:等小学の教員IJから出

って子ども 題されるもので、あ吟、多分に漢学の者蒸しかもたな

があったこと、

たこと、

と一緒に学ぶこと

て凶難なことであり、

制実にほかならなかった。

しとしなかったこと(この点 熟圧迫、統制策により、

は弘前土a桜の保守性を物語っているとしている)、

という県の教育政策などの咲|大jがあげら

小学校は、 1878(明治10)年に初めて私立小学校

校が公認されるまで柑無状態であった。ただし

--8 



弘 lìíi"Y:院大学・灼:期大学協:j6~‘ (UH.J 9)

られなくとも、家塾、

および、子議かち

こなわれていたようであるの

8) 

ラレントスルノ勢アリ

徒方l白j ヲ誤)~ ilJキカ故ニ断然令ヲドシ

然シタレトモ土焼等又為ニ螺々不服ヲ

然者l~ヲ張テIJ\"戸ノ普及ち/妨碍スルモノアリ J

x: ，~ 

点づ|用斉)と報じられている。また次は1877(lVHfi 
10)年に秋山県を学事巡視した文部書記官中品永

江の「学事巡視功科Jの記述であるの

明治七年本~ニテ私学fJ日投ヲ禁 11:セシけ的タ

ルヤ勺時手nì英中者流ノ守 IFJ~命ヲ 11日ヘ小学創設

ヲナス寸品シキニ|大11)断然私学/門Ji 

ヲ

ヲ

ヲ鰻

業:既エ私争開設ノ

J ，1党¥lfrJキカ政ニ保タ公然私立小学ヲ間f没ス
ル者無シイ時小学ノ創設ヲ間的セシ学者流

ノ公 Ú~小争中徒ニlE疎外然不Ili~ ノ書ヲ段ケ

ルモノアリテ反テ小学生徒ノ学}J:J培養シ大

工学 '1~7 神補スル Î~決キニ非ス(判) (傍d山 ~jlm

汗)

7) 

|‘五

シ私家事t~ 三{

シITITシ

サルモノ多シトスJ日 1)とあるの

出1)1問、 i教育令j期を通じて認可さ才lた私 ¥lr.小学校

は特無という点で、とれも特{生史的であったが、ただ

し実態としては辛子屋様の学校が少なからず存千七

していたようである。 1874(明治11)年の「宵城県

学事概記」に「日.市中ニハ子尚IsI!iul:卜11品へ実語教庇

i1J11往来商売往来近道(.~大福帳等ヲ以子教校シ〉く

松島往来等ヲ以テ文'(:ヲ tl~1修セシメシ併特ノ

アリト孟J(;，~)とあるのまた夜学など、

自主等において教校する

テ之

ーン

四名アリ小学IF科ノ

読シ作文等ヲ段ケ 1).. 

日

地小学校ニモ亦予科トロnブル者ア 1)子中徒iEfl.d県
業時間外漢書ヲ Jftマシム妹ニ此地ノ教員千{i[~ハ

自宅ニ於テ生徒ち/集メ悦古ヲ教校ス・..J (S;.Oとあるの

悩島県も、市¥'(1]¥γr校は皆無に近い状況で、 188;-3

(明治16){I:のi{r報Jにも「私立小学校ノ如キハ管内

未曾有ナルヲ以テ1/1報スルニIflナシJ(川)と記されて

9 一一

3. r教育令j期における私学統鶴策と私立小学
校の減少-教関、教員紫絡等の基準強化

(1)第 1次f教脊令jにおける私立小学校

~\ T~立、 (公)Ù~ 



日丹ITlliIi績における私立小学松の制度と実態〈特に東北地点)に|弘!寸るJE京

学校主体に設置が推進されたが、町村制が成立した

のちの1880(明治12)年公布の第1次「教育令Jにお

いては、阿村が学校設立の主体となった。そし

19条に「学校ニ公立私立ノ別ア

クハ町村ノ公費ヲ以テ設置セルモノヲ公立学校

トシー人若クハ数人ノ私費ヲ以テ設置セ}vモノヲ
トス也、公立学校と私立学校の相違が

法規上明記される。そして第24条ピ「公立学校ノ費

ノ議定ニ係レルそノハ地方税ヨリ支弁シ

町村人民ノ協議ニ熱レルモノハ聞T村費ミヨ rJ支弁ス
ヘシと規定される。そして第9条に「各地方ニ

於テハ鯨町村成ハ数町村斡合シチ公立小学校ヲ設

置スヘシ {里町村人民ノ公益タ)vヘキ私丘小学校
アルトキハ別ニ公立小学校ヲ設置セサ)vモ扮ケナ

と、公¥i.小学校設題を原則とし

ナシ」と規定される。すなわち「代用jという言葉こ

いられていないが、実質的には私立小学校が公

立小学校に代馬し得ることを認めているのである。

そして私立学校の「設置Jおよび

については府知事県令に問中すべきとしている。

(第21条、第23条)(55)r学制Jにおいては私立学校の

f認i:lJJを必要としていたが、「教育令jにおい

ては「開巾jすなわち属出だけで済むものとなった

のである。また第31条では「私立小学校タリト

事県??等ニ於テ其町村人民ノ公益タ)vコトヲ
認ムルトキ八補助金ヲ配付スルコトヲ得ヘシJ(同)

と、誠助金の交付も規定している。

公立学校の設置を奨励し、私立小学の治滅を築して

いたものが「教育令jにおいては、私立学校の存在を

むしろ認めている点が注目されよう。「学事iJJ公布

後、私学奨励策により私立小学校が急増した青蘇県

などは諏めて例外的なケースで、全岡的に私立/ト学

校数の推移をみると、「学制j期は私立小学校は減少

傾向をたどっている。そして第1次「教育令j

の1879(明治12)年は、私立小学校の全国数が11柱。

校から1315校へと増加している。いわゆる「自由教

とも称される第 l次

や、したがってその影響は県によって様々であった

なかには以ドのように公明I村)立小学校を廃

止する県もみられた。

境轍セサル所ア

任シ県官郡吏ハ務テ之カ干渉す避ケタルヨリ

ノ紀綱{我然トシテ姥弛ヲ致シ於是手所指

与子家者流ノ余機所在ニ再燃シ学齢児童ノヰ;

ニl帰帰スjルLモノi路姥続絶工ス甚シキ

/ハ¥潜町I村立立:/J小jト、γ学?校ヲ斑1止(一ム
ルニ玉翌さレ!ワjト;ムiぷi働フ

教育令ノ越旨ヲ誤解スル者少ナカラズ、町村会

議ニ於テ学資ヲ減ズル者亦多シ。其甚シキ八

学校ヲ公立ニセシチi毎ユルアリ、新営ヲ中止ス
ルアリ i立発RI的 (59)

教育令公布/後人民誤謬ノ見解ヲドスモノ多

ク為メニ公立小学校ハ俄ニ衰退ヲ顕シ習字減

ノ二科ヲ占ムル不完全ノ私立小学校続々開

設シ多年施設ノ学政殆ンド

トス〈和歌山県)(60) 

いても、人々のi日教背に対する

として根強い状況のなかで、(

塾、守子原等の教育がi認然とおこなわれていた)第

1次f教宵令jの自由化政策により、私立小学校が

ら届出制となり、設績が容易になったこと

が私立小学校微増の背景要同と られよう。

(2)第2次「教務令JIこおける私立小学校への統制

強牝

ところでこの第 l次 政策は、

学事の衰退を招来したということで、~.z1880 (明治

はf教育令」の改正がなされる。その第2

f教育令J(r改正教奇1iJ)においては、再び「学制J

政資と同様、上からの千捗脅威jを強北、とりわけ教

と教員資格における基準が強化された。第

2次「教青令Jにおいては、公立・私立の定義に関す

る第19条は同文であるが、第9条に

ノ指/1'¥ニ従ヒ

ヲ教スルニ足)vヘキー筒若ク
ヘシ {日本文小学校二代ルヘキ私立小学校

アリテ府知事県令ノ認可す経タルトキ八別ニ設置

シ(削)(傍点引用者)と規定してい

る。すなわち但書の部分が第 l次「教育令jにおい

10… 
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ては「町村人民ノ公益タルヘコドjだ‘ったものが、第2

f教青令」においては川、学校二代)¥，，-ヘキJと改め

られているが、そのt雪崩は「公益ノ文字タ)¥，，-意義梢

不定ニ属ス)¥，，-J(川)ということであった。そして、設

置、廃止に関しては第21条に「おで与品川仙抑制二台紺

館等ノ設罷ハ府知事県令ノ ザ縦ヘク其廃止ハ

時知事県令ニ関申スヘシ 但公立小学校ニ代用ス

ル私立小学校ノ罵止ハ府知事県令ノ認可ヲ締ヘシJ(川)

と、代用私立小学校に関しては、設置のみでなく廃

止についても府知事県令の認可を必要とするよう

になるが、それは次のような湾出からであった。

公立学絞ニ代用スルノ小学校ニ於テハ之レニ

興ナリ其校ア)¥，，-カ為メエ公立小学校ヲ投クル

ノ貢ヲ町村ニ免レシムルハ期チ詑私立タルヤ

ト同一ノ権利ヲ有セリ故ニ律娘ノ之

ヲ見jレ公立ノモノニ同カラサルサ得ス況ンヤ

此校エシテ A

ノ先童車チニ就学ノ途ザ失ソニ於テヲヤ故ニ

之ヲ毘止セサルヲ得サ)¥，，-ノ場合二於テハ町村

ヲ ザ設シメサ)¥，，-r:rJカうス則チ

一於ラニ其廃止ヲ予知スルニアうサレハ不可

リ是レ本条改正ノ大持ナ 11(64) 

このように第I次「教育令ム第2次「教育令j

れも、私立小学校を公立小学校に代用し得るものと

規定されているのであるが、第2次f教育令Jのも

とりj、学校教員IJ綱領J~こより準拠すべき教育課程の

れ、また私立小学校に対する教員の資格

れ、かつ脳出制から認可制へ改められ

るなど、私立小学校に対する統制が強化された。

えば宮城県においては「教育令ノ旨題ニ慕キ制定ス

ノ諸規制部チ…私立小学校設置賂止、私立小学

校処分心得ハ束ネテ之ヲ学事条例ト称シ昨今漸ク

之ヲ蔀述J(65)している。そうした統制強北政策に

より、 1880(明治13)年には公立小学校法26710校

から27427校へと増加するが、私立小学校は1315

と激減する。

の欄には、公立小学校が増加したの

は京都府、神奈JII渠ほか31県であるが、増加の理

について、就学児童数の湘加に伴う学校の新噌設

の設か、「二三ノ地方ニ於チハ其学舎ノ不舗若クハ

学資ノ教乏ナルモ只管児童通学ノ不便等ヲ名トシ

11 

ヲ分離シ時二校数ヲ ノ勢ヲ隙

シモノ砂少ナラサ)¥，，-J(66)と、通学不f更を口実と

しての学校の分離傾向をあげている。一方、私立小

学校の激減の理由については「前年ニ於テ八或ハ鴇

ノ二三科ヲ隠ケチ来タ小学ノ全持;ヲ具

備セサルモノモ亦よヲ小学校中ニ計入セシト難ト

モ本年ニ至リテハ全ク此種ノ学校ヲ思別シテ苔種

ノ m~頼ニ鯨入セシヲ以テナ 1) 給制と指摘され

ている。すなわち従前は私立小学校K計上されて

普通教育のカリキュうムと

学校は各種学校に移}話されたことがあげられてい

る。例えば東京府の場合、 1881(明治14)

ら545校と39校減少しているが、

f年報」に「前年ニ掛子小学ト称ヘシモノ本年ニ至1)

テ各種宇校ニ変換ス)¥，，-ノ多キニ凶)¥，，-モノカJ(7)と

ある。また閉鎖、境止のケースも少なくなかったと

思われる。 1881(明治年の『文部省年報討こは

「地点教青ノ進歩ニ応シテ完全ノ学校ヲ要スルモ完

全ノ学校八人民共同ノ資力ニヨリテ初チ之ヲ

スルコトヲ得…笛人ノ私財ヲ以テ容易ニ之ヲ支持

シ能ハサル等ノ情状ア)¥，，-ヲ以チ真ニ小学校タル資

k資力ノ呉:fj藷セサ)¥，，-モノハ校主白ラ其校舎ヲ

ノ来学ヲ謝絶セシモノ其睡棺掠セシヲ

以テ特ニ私学校減数ノ多キヲ見)¥，，-J(州}と報じられ

ている。すなわち 1個人の私財に依符寸る

学校では、教関や教員資格等の基準を充足すること

が極めて困難で、吾ら学校を開鎖するに至るケー

スが少なくなかったようである。同年の「学事巡視

に埼玉県について「教青令改正ノ

彰著ナ)¥，，-カ為メ所謂寺子家者流ノ如キモ其克ニ之

ト争フヘカラサルヲ悟1) 行う開業シ又八

ヲ改良セントスルノ景況ヲ生セリト忌フJ(9)と

じられている。この年は東京掃をはじめ 1府28県

において私立小学校が減少し、京都府ほか7県は

となっている。

翌1882(明治年のf文部省年報J

略j 私立小学校638校、そのうち

は東京府で 府県ハ儲ニー;校乃至二十余校

ニ過キスシテ其絶テコレ無キモノモ亦一府

についても

トシテ教期予完舗スル能ハサルニ岡リテナ

1) J (70)と指摘されている。すなわち「小学校教員IJ綱

領Jによる教員11の基準強化が私立小学校廃止の主な



明治liijJ引における夜、，'f.小'、川交のおJJ主と'た態(特に東北地}j) に!対する巧4然

った。

1)と、私丘小学校の弊害

しているのそのよ

もと私立小学校は次々と廃止されてい

レトモ横浜市中ニ於チ私立岩米学舎ヲ視

消長十日為す関係となっている。

ついて考察することにする。

(3)東北各県における私立小学校の状況

①腎森崇

るが、

私立

9) 

合シテ小学ヲ シ町村モ今ハ分離シテ制村こ

と報じられているj 綱方、私 Ú~

4校、南津軽郡に i校、計

って、なかには富索等 5校新設、 3校;発止、都会2

る。併しかし以後は?校(1阿

と減ノルの‘泌をたどっている。

うち、

している次のような学校もそ

の '1911といえよう。

h 十七人ヲ減シ久:'I~徒八円五 l八人ニシテ前年ニ

南新ノ十交ヲ見タリ此 比較スルニ卜山人ヲ減セ

ノ

ノ者ニシチ其教員モ此金ヲ以チ

トそかシケ其市:FI.\l~ ヲ

…冶

Lニシテ県下ノ公な小学ニ於チ

シ此小学校ハ私立小学ノ1

私立校ニ於テ之ニ皮ブ

ル所ナ 1)Jt 

しかしそのよう 大

J~準の不備や財政的事情で閉

鎖、)発止となっていったものと忠われる。特lこ第2

1)、障の動向は、 f私立小校卜公

ノ関{系ヲ子1・シ公学校ノ

れているように、

12 

ィレセル所以ハ

J日)とある事故Jがいか

なるものであったのかは詳ちかで誌ないが、公立

してきたことも私学廃止の理由で

さらに3校減少して

:=ftl 

な理由であった。

減少するが、 iJt減止ノ

するが、それは学似の改正によるものであった。却 A

衆文
ょi二‘

となるが、「是レ具準備

ルナリJ(78)と指摘さ
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れているの青蕊県の場会も、

立小学校廃止の主な理由であったことがうかがわ

れる。

②岩手県

別手県は、第 i次「教育令J公布の1879(明治12)

は私立小学校が6校から1

るが、第2次「教育令j公布以後は公

力11、 島方私立小学校は減ぞか傾向をたどっている。

1881(明治14)年には公立小学校は日校増加して

となるが、ぞれは学抵の再編成によるもので

あった。一方、私立小学校法5校で数は前年とIriIじ

」 であるが、 1 った。!発11:は

ノ H的ヲ改メテ各樋学校ト

ケタルJめものであった。

iおお2(明治15) には、岩手

県について、町村立小学校はみ;校603校、分校192

校に対して私立小学校は4校、生徒数332人と

実態を述べ、「其状況ハ其所配ノ

日ラ彼此得失ノ'ー

モノナキニアラサルナ')J (織と、私

小学校よりも教育条件は劣るものの「彼此得失/亙

)j，; Jと いる。また私立小学校は前年

ノ

モ本年ニ於チ該局/賂 II~.ニ遇ヒ

モノアルニ(対日)ると、

る。

シテ漸次転校セシムル

じられてい

③秋田県一一鉱山と結びついた私立小学校の軽

盛一一

いで

しているが、秋田県のみ詰様相を

したように、

より認ロIされた

あった。それが表 lに示さ

公布の1879(明治12)

している。同年の

令発行後八私立学校ノ増スモ♂ノ多キヲ見ルJ(創刊と記

されている。しかも以後22校(明治13年)、18校(明

ノ

と、

ゴリ自ラ之ヲ健ス)j，;ニ出ルJ(お 1) 治14年)と、むしろ「教育令J期において急増してい

れている。 るので為る。その理由、事情について『秋田県教育

ついては、第1次「教育令片こ

おいては「公立小学校教員ハ師範学校/卒業証書ヲ

得タんモノトスJ(第38長)(82) (傍点目?持者)と、師範

学校事業読書の要件は公立小学校教員のみに求め

れるようになった。したがって教員資務の不備に

よる私立小学校の海汰もかなりの数に上ったもの

と忠われる。

1883(明治16)年の私立小学校数は前年と同じく

4校であるがJ廃止新設各 a校(州で、「其私学ノ

1:1 

史』には次のように記泊されている。

1-二年八七九)九月の教育令公奇から

間もなく、本県では、「私学取扱仮規則J

六日に高速している。これはたいへん早い対

けない。その第‘条に「私

ルモノハ校塾主戎ハ

定め、ここに再び、私γ:開設へのを開いたので

ある。その結果、明治i-三年(一八八OHコ立、
著名な私塾四如堂を合む:二校が設立され、前

後三ヶ年にわたる私学興隆期を通えた。(別)



明治前期jにおける私以小ヤ校のあ1]度と実態(特iご東北地点〉に|刻する考察

たま 第9条、第31条の規定により、私立

小学校でf町村人民ノ公議jたり得ると認められた

場舎には、実繋的に公立小学校の代用として、しか

も町村費より補助がなされることになるが、

では1880(明治年2月、各都役所あてに

学校公益認定Jの:遣を出し、該当する学校があれば、

教則、[]常の段業や生徒の状況を詳細な記録

を添えて申請するよう指示、同年4月に仙北郡長よ

り石田虫令宛てに荒川鉱山大躍小学校の認定申絹

され、認可されたという。以下、小坂鉱山小学

校、不老倉鉱山学校、小真木鉱山学校など、鉱山と

結びついた小学校の認定が祐次いでいる。 11J深い鉱

UJには公立小学校が容易に設立され難いという

情と、鉱山の経営が、単に鉱物の採掘だけでなく

住者の文化、教青、}手't:を含むと主活全般に及ぶもの

であったこと等が私立小学校の設置が認吋された

であったと考え込れよう O したがって、それら

の小学校は、鉱山業の盛衰に伴って興廃することが

多く、大盛小学技も公益認定の S年後には!完投と

なっている。(開)なおこのような鉱山と結びついた

私立小学校の設問は、前述したよう

る釜石鉱山の小学校の事例もあった。

またf秋田県教育史Jには、当時設けら

学校として、四如堂と久成学校が紹介されている。

いずれも規模の大きな私立小学校で、従来あった公

立小学校を眼収合併する市で1880(明治13)年お月

に認定を受けている。 1881

に「私立小学校ノ状況ハ公学校ニ比スレハ生

徒ノ学術及進審モ棺 5 劣)~モノ\如シ然リト量産モ

一二校ノ公益ア)~モノト

じられているが、その

とは、おそらく

シ学校モアリ

ノ公設アんそノト

と久成学校の

ことであろう

ところで同校は一時、権時を極めるが、四如堂は、

わずか 1年後の1881(暁治14)年9月には廃止に

なっている。睦盛を械めつつも、第2次「教育台j政

策による教則と教員基機の強化等により、

さえもその基準に適合しないことから

なきに至ったのである。作例

1880(明治13)年前後、

を迎えた秋旧県も、以後1882(明治15)年には4

に激減する。同年の「秩用県年報J~こ「私立小学校ヲ

ルノl混由ハ大工公立ニ異ナルモノアリ一般私

立小学校ノ景況八完全ナ)~小学校ノ資格ヲ

)~二百:ミ既ニ設置セシ四校ヲ除クトキハ到底設置

スヘキモノアラサルヲ信セリ是ニ出リテ之ヲ観レ

ハ本年私立校ノ減ス)~ハ茸iテ教育進本ヲ兆スルノ

ー端ナランカJ(91)と、私立小学校の賂

絡碁準の強化によるものであること

いる。翌1883(明治16)年にはさらに2校減って2

校となるが、その理由について「年報jに「私立/却

テ減少セシハ萱人/私財ヲ以テ容易ニよヲ支持シ

能ハサル等ノ情状ごリテナリ也、一人の私員ぎ

では経営維持が罰難であることが指摘されている。

第2次「教脊令Jにおける、公論私立小学校への補助

金交付を定めた条項の削除も、私学の経営に

し)H撃となったであろうことは特易に想織される
ところである。(¥l;{)かくして、秋田県においては「教

育令」期に略盛をみた私立小学校も、教員IJ、教員資棒

基棋の強化により1882(明治15)年以降は急減す

ることとなる。

明治初年より私塾が盛んで、

私立小学校が比較的多かったが、第2次

にほ減少している。 1883(明治16)年に公立は9

校増加したのに対して私立は2校減少しているが、

その理由について「年報Jにはf人民公立小学校ノ

業私立ニ勝)~ヲ覚リ競フテ児童ヲ公立ニ入)~\ヲ

以テ私立漸ク振ハス終ニ開校廃止スルニ至リシニ

出jレJ(州と指摘、 l教員当たり平均生徒数は公立が

30人6分8J車、私立はその倍を越える62入5分3

厘となり、「以テ私立小学校捜業ノ完全ナんヲ得サ

ヲ予想、スルニ足レリ (94)と述べている。翌

年の「年報Jにも「其私立小学校ノ

ヨリ衰穎シテ撮ハサルハ其原困少カラスト

モ概スル二校舎ノ構造書籍器械/準縞等米タ完カ

ラス加ブ)~ニ教授ノ法モ公立ニ劣)~モノ多キニ悶

生徒ノ入学スルモノ月一丹リ減シ詑テ維持ノ

困難ヲ来シ終ニ休業境校二型1)シモノナリJ(別)と

ある。なお当時の生徒数は公立が8082入、

677人で、公立は揺年より289人増加したのに対し

て私立は261人減少、その理出についてfffijシテ公

ノ増加ハ学齢児童ノ増殖ニ故リ私学生徒ノ

減少セシハ誼寺子犀風ノ教授ヲナサシヲ以テ客年

自ヲ改メタリト雄トモ米タ全

ク!日時ノ遺脇ヲ脱セスシチ綬業/充分ナラサルヨ

リ漸次入学生ヲ減セシニ国)~J(95)と私立学校がi日

14 
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来の寺子撞損を脱し得ていないことにある

している。

その他の県についてみれば、

いl校程度

は3校、翌1875(明治14)

令J期に増加している。ただし1876(明治15)年に

は2校に減少している。その理由について「年報J

にはI町村立最小学ノ私学ニ勝ルヲ知

じられている。

じて公認された私立

「教育

|小学校令J期を通じ

斗丈況である。

このように、第2次「教古:令j期の教員IJ、教員資格

基準の強化が私立小学校の減φを招来し、全国的に

も1885(明治18)年が最低数の520校となる。当時

も、私学の経営難に追い打ちをかけるも

のであったと思われる。したがって、例えばその年

の|…島本良県年報jに「私立ニ係)vモノハ僅カニー校ニ
シテ増減ナシJ とあるが、その私立小γr校とは

シ如ク豪農某ノ維持保管ス)vf計二シテ

村立小学校ニ代用シ諸般幣髄セ lJJ (97)とある。す

なわち、業農の経常による、財政暴盤がしっかりし

た学校で、公立小学校の代用として機能している

「年

/楽農

ノ設立ニ係ルモノー校ニシテ町村立小

学校ニ代用スJ(98)とあり、その豪農の名前は山本秀

太郎である。なお間部小学校も、 ILJ'本小学校と同様

上ノ都合ニヨリテ隣止ニ属セ 1) (98)とあり、

学校の縦常は極めて厳しい状況にあったといえよ

う。また「私学ノ減少セシハj風災ニ擢リ校舎ヲ破壊

七シニ由ルJ(鹿児島県刷)(99)と報じられているよう

に、なかには災害による校舎壊滅による廃学とい

う事態もあった。

4.第 1次「小学校令j期における私立小学校の

可杏そをめぐる論説

(1)操業料割疫と私立小学校の微増傾向

次に初代文相森高礼が、 1887(明治19)年に公高

においては、

児童ニ施サントス
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ルモノハ予メ舟知事県令ノ認可ヲ料ヘシ」

条)(1 (0)と規定される。私立小学校の、公立小学校

に関する条文はなくなるが、そのことは換言

すれば公立小学校と私立小学校を区別なく扱い、第

2次「教育令j期のような公立小学校優先、

J-E迫の方策は採られなかったものと解することも

できょう。確かに、例えば青森県で拭1886(明治

19)年2月に、以下のような守合連」を出している。

論乙第三号

学K之議従来改正ノ次第モ高之候得共県下ノ

状況タル土地広模戸口稀蝶嫌ニ三冬積雪ノ

カラサルヲ以テ普ク児童通学/使ヲ得

七シメントスルハ実ニ歪難ノ事ニ有え娯ニ就

ノ父母後見人タルモノハ学校/

私立タルニ持ハうス学区/岳他タルヲ問ハス

可成其便ニ故1)就学セシムルヲ勉メ公立学校

ニ於テハ前滞ノ旨趣ヲ体シ実際己ムヲ得サル

場合ヲi諜クノ外可及的入学ヲ許可シ且区外ノ

故ヲ以チ設業料ヲ増課ス

此間諭達候事〈鰐点引用者)

明治十九年二月 1-八日

青森県令

すなわち

治18""19) 

1887(明治20)年には2校、翌1888

3校、 1889(明治22)年は6校へと増加している。

(表 1参熊)全国的にも、表 1~こ示されているよ

うに、第 l次「小学校令J期は公立学校数は横ばい

か、むしろ減少しているが、私立小学校は増加傾向

におる。その傾向は1890(明治23)年の第2次「小

による私立小学校の「代用J規則が成立した

1891(明治年頃は一騎顕著になる。

ところで第 1次川、学校令j期における私立小学

校の微増の背景には、文相森有礼の教育観に基づく

ったと思われる。



II)j1台前期における私uソJ"下校の稿!支と実態(特に東北地点)に関する符察

財故方策について‘

第六条にf父吋後見人等ハ小学校/

車ノ賎業料ヲ支弁スヘキモノトスまえ

ノ}ピム

ノ

しいが、「現時の状態にてはまだ其籾た

tlllが所有に之しければ目下の処は干持教育に拠ら
ざるを得ず (104)と

一自I~J も同趣持である。すなわ

教育についても少数の知識ある

しているが、 f鞭ね未だ其必要を知ら

定、尋常・高等小学校とも す ろ費用の}，¥(に花目して無用視するもの多し…此

なわち私費財源によってまかむわれること

とし「持業料攻寄付金等ヲ以テ小学校ノ

ニ於チハK町村会ノ議決ニ依リ!ベ は、

町村費ヨリ其不足ヲ補ツコトヲ得J(第8条)(1(川と、

らの支出はf兵イベ足ヲ補フJ(1 ()幻場台に限 3人司の

られるものとし、しかもその織は経費全額の1三を超 すなわち

しないよう演説等において指示しているのであ

る。械業料本位制を原用した根拠としては、受益肖

および、就学先輩をして照業料負担l者

仁対する を感得せしめ

ることを重んす、る森の教育制があった。そして実

襟に公立小学校の歳入余額は、例

令J公布白Iiの1884(明治17)年当時にj七べ、公布

1887 (明治20) 年以後は、 f受業料収入が4~

ら倍にも激増し、積全・寄付金などは

かったが、 K町村稜は して地方税からの

収入は激減している。(10:。
このような授業料を本枕とする財政方策は、

と

きるかと問題を提起し、「余は小学も断

立となし教師は伝用を専唱とし父

く自分仕事と党'吊して勉励せしめんこそ実に有為

右望の子弟を製lUするならんと欲すJ(I04)と

る。最初の2人も、原聞や精神として拡私立を推し

つつも、人々の教育窓識の現状という

の必繋性、公立によらざるを得ない

けであり、自立内常、すなわ

的に公立と私，'r.の相j謀、格差を縮めるものであり、 あるとする いては3人とも共通であった

むしろ原理的には自立舟常を持とする私立学校を

重視する考え方であったといえよう。次に考察する

ように、この時期、中央教育雑誌において、小学校を

とすることの吋西をめ

く

そのような現象

とみることができょう。次に教育雑誌

関された、私立小学校の11JiI?をめぐる論議について

考察することにする。

(2)私立小学校の可部署長めぐる論議

1886(明治19)年§丹刊の

ヲ悉ク私立トナスノ可否ニ対ス

で3人の回答が掲載されている。まずi右馬Jの

は、学問やi商売と同様、教育も学校各個の

16 

ノ如キニ半.ルベシ」

に立って私立を百定する。次に「足柄

斗も、現tt:の不況のドでは私立学校の頼りとすべ
き来者ト雄日下巨多ノ資金ヲ投ズル者ハ実際少

カルベシlH1Iひということ、また「小学校令ニ拠リ授

徴集スルヲモ貧閃ナ)v父兄ハ主支ヘルナ
況ンヤ私立トナリテ械業料ヲ増サパ児童ノ

ルノミ教育ノ詳汝ハ謀)v能ハザルベシ (105)
らして私立を百定する。「安芸 高川

も、明治初年以来の教青の普茂は、ひとえに政

よるものでありJ然るに今 .R.之を私

立となして之を人民の吉山となすときは大都通邑
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は
/' -.. 
¥〕

しγぐは

べゐ。そして、かつて「教ft令Jをめくやって自由教育

論と「捗教育論の争論があったが、人民が未開にし

て学校の仰物たるかを解せず、学校の維持}Jに乏し

い場合はず沙教育が必要であると述べ、結論として

「予は今小学をえ尽く私立となすは時の未だイ~pJなる

ことを

も、私立学校のnJ行について、

邦ニj童セズ百j鹿セザルニアラズト雄ドモ者1)融自ラ

其度ヲ異ニスルJ(10ら)と、都市部と地方村落とでは

事情が異なることを述べる。すなわち「今仮リニ文

部大臣ガ小学校ヲ私立トナスベシト発令シタラン

ニハ本邦初等教内ソ現状如州都会ハ曜大全美ヲ致

スモ謀1)難ケレド

ノ欠ケ可カ

中 も公立小学校支持立見である。彼は

特に小学校の経常維持出から、小学校の経営は生徒

の探業料、寄付金、品償金、および協議費によるが、

「見ヨ未ダ段業料ヲモ寄付合ヲモ徴収セズ僅僅タル

教育費ヲ土地投Ji数ニ課スルニデモ人民尚簡学ノ

斉常ニ経費ノ

ノ如ケ其危殆ナルコト主tJ)VベキナリJ(10ら)と述べ
る。

このように私立百叱論が圧倒するなかで、ひとり

「秩父 井深多ト郎」のみは私立を主張する。す

なわち「小学校ハ悉ケ私¥'i.ト為サザルロJカラズ有

モ我子弟ノ智識ヲ開発スルニ嵩ゾ的人ノ力ヲ詰1)

モノナランヤ子弟ヲ教符ス)vハ父元ノ
ナリコレ小学校令ヨリ見)vモ争7ベカラザ)しナ

ノ

ノ原男ヨリ

モノノ加シJ

らし、教奇費の受益者負担の原良11から私立小学

校を支持する。また確かに私な学校は公J工学校に

比べ、その人的・物的教育条件が劣艇な現状にある

が、「小学校ノ教師ハ師範学校ノ卒業生欺教員免許

状教時方免許状ヲ有スルモノニ出ルトシ比数少ク

モ生徒八十人以上一人/

可ナリ斯ノ

キノ

ヲ為

レパ柔ゾ

ラザルナ 1)9*ー

ヲ閥ケパ学校ヲ維持ス)v能ハザルヲ以テ公立エ力
ヲ尽ス31)私立ニ尽ス者多キ内ナリ況ンヤ私立ト

セパ訂事節倹ナレパ経済上ヨリ論ズルモ亦nJナル
ベシJ(1 ()日)と、教育上のx夫や料営問力という/tえから
も私立によるべきことを主張する。

7人中6人まで、が公立支持論であったが、

それはあくまでも人々

プコ
ザ

え姐幽・

らないであろう O なおこ

小学校に関する論説記事が多い。次に第2次「小学

校令J公布前後の私立小学校をめぐる論説動向につ

いて考察することにする。

5.第2次「小学校令j公布前後の私立小学校を

めぐる論説動向一ー私立小学校「代用j規定の

背景…一

一一堂利性と劣悪な教腎粂

学校の営不IJ性や教育条件の劣悪さ もの

が少なくない。例えば東京の「荘HJ ギJによる「私

立小学校ノ増殖ハ大ニ教育ヲ衰頗セシムJと閉する

『教育時論Jの論説は、衣題の通り私立小学校批判で

ある。森文政期吋時は、私立支持論一…私立学校は

学事篤ぶ者が欝相して創設し、経営しているがゆえ

りも もたらすと

/ 

し
日
ブ

巧，
d
'zi 



明治前期における私史小学校の制度と実態、(特に東北地}J)に関する 4号祭

ザルナ 1) と批判する。そしてそもそも「私立学 青時論Jに「東京市教育私克Jと題する記事が掲

校ハ共性質大工公立学校ト異ニシテ元来営業的/ 載されている。伊沢修てが1892(明治年に東

モノナリ而シチ其経費ノ ヲ間ヘパ生徒ノ設業 京府教会c会においておこなった演説の記録である。

リ生諸ノ授業料ハ元トヨリ制限アリテ而シテ

其得失ハ大エ自家ノ経済ニ影響ヲ攻ポスモノナレ

パ可成的其費用ヲ節制シ其題必要ノ稜荊モ之ヲ語

抑スルニ至ルハ実エ其弊ノ免レザ、)v所J(lu6)で、財源
として生徒の綬業料に依存し、「営業的Jのもの

ゆえ紫に経費蔀減を念頭に置かぎ、るを得ず、教員、

書籍器具、施設設備等の条件面でも公

認さを免れないと断ずる。すなわち「私立小学校ハ

其設業管理/方法八実ニ不完全不整頓ヲ極ムルモ

ノニテ一度之ヲ実見ス)vモノハ始メテ之ヲ知リ往
ノ寺子屋今尚教育会社ニ存克ストノ歎声ヲ発ス

ルニ至)vベシJ(106)と、私立!j¥J)件交の教育の実態を指
し、私立小学校の増加は教育の衰頼であると難じ

ている。

して、

固からも私立小学校の問題点を指摘している。す

なわち第1次「小学校令」によると、小学校の経費拡

生徒の授業料と窃付金により、不足分は町村費によ

ケ初クモ教育ノ攻良

謀ラントスルニハ全国

ノ能ク支へ得ベキ所

ニアラズ必ラズヤ其足ラザル所ハ之ヲ町村費ニ要

セザルヲ得ズJ(107)と、実際は町村費によかなか

存せざるを得ないこと、その点、

を求め得るが、私立小学校は補助を求め

る処を欠君、不十分を免れないこと、さらに公立と

私立の就学児童の家庭をみると、一般に「町村-立小

学校八多穣ノ授業料ヲ納ル省吾ノ児童ヲ以テ満タ

シ私立小学校ハ響額ノ械業料ヲ納ム)v貧者/
(7) (傍点ママ)傾向があり、

私寸‘小学校は経費が不十分なうえに筏業料収入も

公立より少なく、

良教員

さを免れないと述べている。

ナル書器ヲ整備シ

授業料に大きく

財政的に

ところでこの論説主荘旧三平は、東京在住の

であり、したがって彼の私立学校批判は、主として

東京の状況を念頭においてのものであったとみる

ことができょう。ところで、当時の東京の私立小学

校の状況は一体どのようであったであろうか。

18 

当時の東京市の小学校について「公立のもの

は、即市立のものが、尋常科が七十一、高等科が六十

三で、私立が尋常科が三一百四十五、高等科が八十六、

…先づ一寸見た所である。漏れて居るものもござ、

りませうし、類献のものは省いても、ざっと是丈の

ものはあります。是丈の多くの教育の事柄を、一府

3えは一市の下に持て民る者が、全国何処にござりま

せう O 決して東京より外にはなかちうと思ひま

す。J(10お)と、東京は小学校の数、とりわ

殺の数が圧倒的に多いこと、また学齢兜章の約半数

の77，000余人が就学しているが、そのうち約

の38，945入が私立小学校に就学している実状を述

べる。そして、その私立学校の実状について

立の小学校に就て見ますると云ふと、余和善い小学

る、余程思いIJ、学校がある、其陪が種々段々

ある。極く需い所があり、傾くい所があり、中等

合する様に往って居る嫌に思ふ。

良な学校から劣悪な学校に至るまで実に様々であ

ると述べる。なかには箆牛:上も!笥組のある学校も

あるが、「鯖生の点などから申したならば、不

はござりませうが、果して衛生上に寄があるかどう

か、果して教育上iこ詐があるかないかを標準とし

て、東京市の私立小学校を処分し、髄て私立小学校

の標準は、設儲の卜分不1・分よりも、

有無を元に立てたい積りであります。J(1 OH)と述べ

ている。すなわち私立小学校代用の基準について、

設備の如何よりも、衛牛4 上および、教青J:の容の有無

を基準に考え、余程大きな害がない限りはできるだ

を認めることが就学対策打ま肝要であると

述べる。そしてもちろん代用を認めるからには、

分む監督が必要であるとも述べる。

(2)私立小学校の活用論

当時の私立小学校をめぐる論説に辻、

うに、劣恵な教育条件の私丘小学校の斑

止を主張する論もみられたが、伊沢の演説にもうか

がわれるように、 A般に私立小学校の教青条件の劣

悪さは認めつつも、児童の就学拡大の観点か

小学校 を る られる。例
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1886(明治19)年刊の『教育時論』の「与論一般」欄に

「不ム立小学校ヲ論ズ」と題する記事がある。そこで

は次のように、私立小学校のなかには寺子屋流の劣

悪な学校も少なくないが、なかには公立に優る教育

をしている学校もあること、総じて私立小学校は清

潔と静粛の2点に留意し、改善を加え、公立、私立そ

れぞれの特徴を生かし、共存を図っていくことが就

学普及の観点からは得策であると論じている。

私立小学校ト云ヘパ必ズ寺子屋流ナラント誰

人モ想像スルコトニテ余輩ノ見聞シタル所ニ

テモ私立小学校ノ多分ハ矢張リ寺子屋流ナラ

ザルハナシ然レドモ是ハ決シテ私立学校ノ真

面白ト云フベカラズ或ハ私立小学校ヲ以テ無

益有害物ノ如ク思フ人モアルベケレドモ真誠

ノ教育ヲ施ス所ノ私立小学校ニ至リテハ或ハ

公立小学校ニ優レル効能ヲ有スルコトモナシ

ト云ベカラズ余輩ノ私立小学校ニ向テ改良ヲ

欲スル所ハ只清潔ト静粛ニ在ルノミ果シテ能

ク此二点ヲ除去スルコトヲ得パ私立小学校ハ

猶公立小学校ノ如クニシテ之ニ代用スルモ差

ル所ナカラン公立小学校ノ教育ハ大農業ノ如

ク私立小学校ノ教育ハ小農業ニ似タリ共ニ其

所長アリテ相兼ルコト能ハズ若シ各其適当ノ

地ニ於テ之ヲ施サパ其利益大ナラン(109)

1889(明治22)年刊の『教育週報』には「私立小学

校ヲ設立スベキ時代ニ至レリJと題する論説が上下

2団連載されている。論説主は村尾憧太郎である

が、そこで彼は公立学校と私立学校のそれぞれの特

徴、および私立学校の陥りがちな弊害について次の

ように述べている。

蓋シ公立学校ノ教育ハ、国家ガ主位ノ精神トナ

リテ、時勢ニ順応スベキ公民ヲ養成センコトヲ

務ムルヲ以テ、其目的ノ範囲頗ル大ニシテ、期

スル所モ、極メテ間接ニ個人ノ自由ヲ助成スル

ニ在レドモ、私立学校ニ在リテハ、児童ノ為二、

其初ヨリ、家族生活ヲー予察スル寸深キニ過ギ、

家族ノ精神毎ニ学校ノ先達トナリテ、教育方法

ノ秩序利害ヲ顧ルニ達ナク、一途ニ直接ノ利益

ヲ父兄ニ示シテ、以テ学校ノ拡張ヲ計ラントス

ルヨリ、自然注入的教育ニ陥リテ、遂ニ学校ハ

19 

食聾営利ノ為メニスル工場ト化シ去ルベシ。

此レ私立学校ヨリ生ズル最モ恐ルベキ弊害ニ

シテ、之ヲ設立セントスル者ノ宜シク猛省スベ

キ所ナリ。若シ夫レ私立学校ガ其設立者ノー

商法ノ如クナリテ、徒ニ生徒ノ繁昌ヲ喜ブニ至

ラパ、見セ物、下宿屋ノ営業ト何ゾ撰パン、終ニ

某々府下ノ如キ私立学校トナリテ、却テ公学ノ

進歩ヲ妨グルニ至ルベシ。(110)(傍点ママ)

すなわち私立学校は、営利性のみを追求すれば弊

害が大きいが、もし教師に人を得て、真塾に教育に

尽力し、公学の及ばない所を補うとすればその存在

意義は大きいと述べ、「私立学校ノ今Hマデ、進歩ノ

形述ヲ現ハサYルモノハ、政府モ之ヲ軽視シテ保護

干渉ヲ加ヘズ、措置ノ親切ナラサルコト其一原凶タ

ラズンパアラズト思ハル¥ナリ。J(110)と、政府は「私

立学校条例」のごときものを発布し、私立学校に対

する監督、保護、奨励に努め、公立と私立の共存、私

立学校の活用を訴えている。

確かに私立小学校は、「寺子屋流Jとも指摘された

ように、一般に公立に比べて教育条件は劣悪であっ

た。しかしまた一方で、師弟関係、教師と地域住民、

学校と地域社会の関係という点では、公立よりもむ

しろ「寺子屋流Jの私立学校の方が人気を博すると

いう状況もみられた。次は「教育上の七不思議Jと

題する『教育時論』の記事の一部である。

私立学校に於ける書器の準備、校舎の築造、費

額の充用、保護の厚薄等は、連も公立学校に若

かざること明かなるに(悉く然りと云ふにあら

ざれと先づ概して)世の人心を収携することの

深きは却て公立学校の上に在りとまで評する

者あるに至れり、果して然らば公立学校に在り

ては、人心を収携するの必要なき鰍将た之を勉

めざるの罪なる欺いといぶかし(111)

また1891(明治24)年干リ『北海道教育会雑誌』掲載

の「教育上の雑感」にも、上と同様、次のような指摘

がある。

寺小屋教育を民間にて信用することのあるは

何故なるか是れ其地方人民の無智頑固連の無

闇に旧古を恋ひ慕ふによる事ありと雄ども亦
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を察

適合したる教按を施すによる黙ると公立学校

もすれば烏子紙の辞令

りに規駐日的の教慢管t壊を臨し

は官吏的の言行応対をなすが故に民父

欠ぎ民心を離れ為め

能はざる

(3)r私立小学校代期規期J(1891年・暁治24年)公

布後における私立小学校論一一一公立と異なる

特種化志向一一

日蝋で述べたように、第2次

私立小学校のf代JTJJ

しで、「私立小学校ト難モ其

ノ

コト肝要ナリ、徒ニ撲滅ヲ日トシテ之ヲ越関:スルノ

穏ヰナラサルヲ認ムルナ 1) J (114)と報じられてい

る。すなわちただ私立学校の撲滅を策するのでは

なく、むしろ私立学校を奨励、

とは文部大臣の教育

ヲ持及ス)vニ
其関係少カラス有モ教育/目的ヲ誤ラサラン

エハ脅ニ設稿不完全等/点ヲ弘テ理事害ア 1)ト

スヘカラス之ヲ{吏用シテ世教ヲ描益ス)vノ-助ト
ナスヘシJ(ll日とある。 1891(明治24)年に

私立小学校に関する論説は少なくないが、

その論調は私立学校の廃止撲滅論ではなく活月j論

である。

くないので、

を認めるよう樹窓

の必要を述べるとともに、ただし故紫として不就学

児童が多く、公史学校が不足している現況において

拭、不完全ながらも私立小学校に就学させる方が不

就学よりは得震であると述べている。

評なるへけれど、 rfJjもその斡々見るへきものハ

もト.るへきものならん、

般に一l直線に今日の私立小学校をして悉く代

用小学校たらしめんとすることハ素より

ることなり、

の不充分なるか為め猶設{蕗の欠乏を免かれざ

るものなれハ今u
のみを以て暫く

て最もさ百七Aの処置なりとす、然れとも亦 m

り観察をドすときハ今u
本就学のもの非常に多く一新これか就学を宵

の暁に長ら八、信11底今日

以て充たすへきものにあらず、去りとて何処迄

もこれな担m棄して児

ちに善良の私立小学校のみな代足せしめて多

数の未就学斉を放棄するよりも、寧ろ少しの欠

しむる

未就乍者を減するの{憂れるを支11るなり、 (11耐

等ニ多ケノ授揖ヲ

ント教授シタルノ

等の劣悪さを指摘、その理由として、公立学校の場

合は人件費や備品費など、 A定の基準があってその

られるが、私立学校の場合は経費信用 1:

の制裁もないので、

20一
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ルコトアルモ之ヲ器械薬品等ノ費用ニ支出スルコ

ト万々期シ難ク随テ理化博物ノ如キ学科ノ教段ハ

何時迄モ不十分ノ歎ヲ脱スルコト能ハサルヘ

シJ(117)と述べる。第2に「私立学校ニ庇テハ生徒ノ

歎心ヲ得ルコト最大要件ナリ放逸慨惰見ルニ忍ヒ

サルノ風アルモ之ヲ矯正スルコト能ハサルハ実ニ

止ムヲ得サル次第ナリJ(117)と、生徒の風紀が乱れが

ちな傾向を指摘する。それも公立学校の場合は、生

徒の風紀等に関する社会の批判は、教員の責任とさ

れ、「失職ノ責ヲ免レンコトヲ務ムJる傾向があるの

に対し、私立学校の場合は学校の存亡にかかわるの

で、生徒を厳しく処置することが少ないと指摘す

」 る。以卜の 2点において公立と私立の優劣は明確

であるが、だからといって論者は私立学校の撲滅を

主張するものではない。公立、私立いずれも「需要

供給ノ原則ニヨリテ成立スルモノJ(j 17)であり「此種

ノ学校ヲシテ成ルヘク好果ヲ結ハシメンコトヲ務

ムルハ当ニ政府ノ任スヘキ所J(11 7)と述べている。

また私立小学校は、いたずらに公立小学校と競合

するのではなく、その教育目的等において公寸.とは

異なる独自性を目指し、そこに私立の存紅意義と活

路を見いだすべきとの論調もみられる。例えば『教

育時論』に「公¥[r.小学校と私、I小学校」と題する記事

があるが、小学校教育の目的は、生活に必要な知識

技芸を助けるととと、上級学校に進学する予備教育

という、大別して 2つの目的があり、公立小学校の

主たる目的は前者であると述べる。すなわち「公立

小学校は、后来高等学校に入るべき富豪の子弟を教

育せんよりは、寧ろ貧民の子弟を教育して、無知の

国民を減少せしむることを、第 aの目的となすべけ

ればなり。J(] 1 B)と述べる。それに対して「私立学校

にでも、之と同」の目的を以て設立するもの無きに

あらざるも、先づ有志者の設立としては、 A般に后

来特別の学芸に志ある富家の子弟を教育すること

を第一の目的として口Jならんか。J(j 1 B)と、私な小学

校は「后来特別の学芸に志ある宮家の子弟を教育」

するなど、独自性を志向すべきであると主張する。

現状は公立小学、私立小学に教育目的等の何の相違

もなく、「両種の聞に不可思議の競争をff:.ずるもの

あるは、頗る怪むべきととなり。束京区fドの公私立

学校に於て、現時梢穏然11:に敵視する如き状態J(J 1 B) 

であり、それに対して「吾等は、主主其区別の確 Ú~せん

ととを望むJ(] 1 B)と述べている。
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同誌の次号にも「私立小学校Jとの見出しで、「吾

等は、私立小学校の盛に起らんととを企望するもの

なり。J(II~)と述べ、私一丘小学校のあり方について、次

のように「一種特別の小学Jをめざすべきことを捉

えしている。

吾等が企望する私立小学校とは、月謝を低廉に

し授業を簡単にして、生徒父兄の歓心を買はん

とするが如く、又公守.小学校と枯抗せんとして

及ぶ能はず、情々として-日の維持を保たんと

するが如きものを云ふにあらず。今日己に小

学校令の改正ありて、其実施β法に守:ら着fせ

らる Lは、各地方一般のことなれば、公立の小

学校が整頓するのHは蓋し近きにあるべけれ

ば、此公立小学校と全く目的を変更して、后来

高等の教育を受けんとする富家の子弟のみを

教育する小学校、貧民の子弟を教育する無謝儀

小学校、農工商の実業に関する徒弟小学校、盲

唖若くは鈍児を養成する慈善小学校の類にし

て、私立に成れるもの L多く起らんことを熱心

に企望するものなり。…I吐間有り触れたる公

立小学に類似せる私立小学のみ多く起らんと

するは、更に感心するに足らざることにて、再

等は実に一種特別の小学が盛に起らんことを

熱心に企望するものなり。(j1~) 

すなわち公立小学校と同様の学校ではなく、富家

の子弟を対象に高等教育をめざす教育をする小学

校、貧民子弟を対象とする無謝儀の小学校、実業教

育をおこなう徒弟小学校、障害者のための慈善小学

校というように、それぞれ特色をもった学校を志向

すべきととを主張しているのである。

ところで私立小学校のあり方についてのそのよ

うな志向性は、特に私立小学校が圧倒的に多く、し

かも多様であり、また就学児童の将来の志望や教育

要求、家庭の社会階層も多様であった東京について

あてはまる問題であったといえよう。一般に地方

は財政基盤も脆弱で、そもそも私立小学校が極めて

僅少で、しかも物的にも人的にも教育条件が公なに

劣る状況にあった。明治20年代の東北地方は、各

県とも私立小学校が 1'""2校ないしせいぜい 3'""

4校と僅少であった。しかし特色ある私な小学校

の設立が全くみられなかったわけではない。例え



明治前期における私、三小学校の制度と完勝(特に東北取}j) に閣する身察

(明治28)年に秋}丹市に福田小学校と称する

私立小学校が設立されているが、開校について『教

にf紫審にして、成規の教育を受く

無月謝にて、教科書書籍器具等を貸与し、

キIj吋の学科を綬けんとするも

「慈持教育の事業は、専ら

行はれ出る今日、秋田市の有志者に、此計営ある、

lご騰すべきことなりの民半諸にして之を放棄し、却

に如かずと云へる、嘆息を発

じられている。すなわち貧

まとめと残された課題

以上、本桔は、 1891(明治年開穫の北海道・東

北6県連合学事会議における岩手県提出の第 J実

「私立小学校設費二関ス をめぐる

各県委員の報告を子がかりに、当時の私立小学校の

期以障のわが闘の近

していく瀧程における私立小学

校の誌制上の杭置づけの変選、

2次

立小学校をめぐる論説動向につ

れら私立小学校論を分析、

公立に比べて教宵条#に劣り、営利性を求める傾向

のある私立小学校の涜l上撲滅を主張する論、幣害や

りつつも、就学善及をはかる観点から私:立

小学校の改善と活用を主張する輪、地域住民との親

衛性や師弟関係等における私立小学校の長所を認

める記事、公立と異なる独自性や特種化に私立小学

校の活路を求める論説等がみられたことを指捕し

た。その後、公立小学校の整備充実の進行につれ、

1907(明治40)年の「小学校令J改正において私立IJ、一、
も消滅することになる。

本稿では、明治20年代以降の私立小学校の状況

についてはイー分な考察ができなかった。

ミでいえば、東北地方は各県と

はごく樺かであるが、北海道は明治20年代におい

て私立小学校が比較的多かった。とり

治初期より私塾が多く、また私立学校が公立に転換

したり、また市の財政事情等より

を中心とする私立小学校の実態、公立小学校と私立 転換するなど興味深い状況がみられた。機会を改

小学校の浩長関係について考察してきた。 めて考察したい。

した草創のf学制|期に

おいては、歌米移植的な近代学校をモデルとしつつ

も、現実的には|日米の私塾、家朝を基盤に公立ない

し私立小学校として発足、その公立・私立の比率や

によってかなりの柑濯がみられた。そ

して第 1次「教育令jにおいて、法令上泣私立小学校

は公立の代用ないし補完として役置づけちれつつ

も、第2次「教青令j下において教則や教員資格の基

準が強化され、全面的に多くの私立小学校が淘汰さ

れていった。

森文政期の第 l次i小学校令j期;こは、森有礼の教

育政束、

は、人々

て公立支持論が正倒的ではあったが、原理的にはむ

しろ自立自営を日とする私立学校を理想とする見

解が看取されたところに、森文相の小学校観の反映

がうかがえよう O そのような経過を縦て第2

において私立小学校の「代用規制Jが制定さ

れるに至る。
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